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１． はじめに 

北海道開発局（以下に「当局」という。）は、道路清掃

を目的とする散水車を全道各地に配置し、管理及び運用を

行っている。散水車は、水の保管、運搬及び散水の機能を

有しており、このうち、保管機能と運搬機能は、水道事業

者等が運用する給水車と共通する機能であることから、当

局は、平成１７年度以降、地方自治体の支援を目的に、一

部の散水車の仕様に給水機能を追加した。（写真－１） 

当局が行う道路清掃は元々夏期に実施することから、散

水車の仕様は、夏期の使用を前提としたものである。 

 

    散水機能       給水機能 

写真－１ 散水車を使用した道路清掃と給水支援 

水道法第１５条は、水道事業者等に対し給水義務を課し、

又同条第２項は、災害その他正当なやむを得ない場合、給

水の停止を認める。災害その他やむを得ない場合とは水質

事故、施設事故等であるが、これらは発生の時期を予断で

きるものではないことを平成２３年３月の東日本大震災

による水道施設の損壊及び平成２８年１月の九州北部を

おそった記録的寒気による水道管の凍結及び破裂で相次

いだ断水の事故等１）は示している。これらはいずれも冬

期の事故で、水道事業者は給水停止措置を講じている。 

冬期間の給水支援を目的とする散水車の運用について

は、夏期の使用を前提とする仕様のままでは十分に期待で

きない。とりわけ、給水機能を構成する外部に露出した小

口径（５０Ａ）管路及び弁類は、容易に凍結することが予

測されるので、その凍結防止は優先されねばならないと思

料する。 

本稿は、平成２３年度に国土交通省北海道開発局稚内開

発建設部稚内道路事務所に配置された散水車（給水装置付）

（以下に「散水車」という。）について、平成２７年度に

行った給水機能の凍結防止対策と、平成２７年度から平成

２８年度に行った当該対策の効果の確認及び自治体支援

の運用実績についての報告を行うものである。 

 

２．凍結防止対策の概要 

(1)凍結防止対策の検討  

散水車の給水機能は外気に暴露しているため、保温と加

熱を行う凍結防止対策とした。 

保温は、発泡電子線架橋ポリエチレンフォームシートを

厚さ２０ｍｍで配管等に巻き付けた。 

加熱は、以下を条件とし、バス又はトラック等で一般

的に使用される１．５ｋＷ以上の市販されている燃焼式暖

房機を選定し、装備を行った。 

・散水車の道路運送車両法に示す保安基準に変更が生じ

ないこと。（質量及び容積） 

・加熱の熱源は、散水車で使用する軽油の燃焼熱による

ものとする。 

燃焼式暖房機及び保温の諸元を表―１に示す。 

 

   燃焼式暖房機        保温筒 

写真－２ 使用した暖房機とシーリングされた保温筒 

表―１ 燃焼式暖房機の諸元 

暖房機 軽油燃焼式暖房機 

暖房能力 １．５～９．５kＷ 

燃料消費量 ０．１８～１．２ℓ／ｈ 

消費電力 ３５～８６W 

質量 ６．２kg 

大きさ ３３１×１３８×１７４mm 

保温材及び厚さ 発泡電子線架橋ポリエチレンフォーム 

０．４１W/m/K ２０mm 

(2)保温方法と加熱方法（写真－２） 

国土交通省北海道開発局稚内開発建設部 



加熱は、燃焼式暖房機で発生する燃焼熱により温めた不

凍液を循環させて弁類を対象とした。 

保温は、発泡電子線架橋ポリエチレンフォームシートを

２０ｍｍ厚さで配管及び弁類を一様に覆うこととした。 

 

(3)燃焼式暖房機と保温筒の凍結防止能力の検討 

 本凍結防止対策について以下を条件として検討を行っ

た。  

・北海道の最低気温は、明治３５年に旭川市で観測され

たマイナス４１．０℃＝２３２K を公式記録とするこ

とから、この観測記録を外気温の下限の条件とする。 

・管路は、水平直線状（５０Ａ×７ｍ）とし、両端部は

閉じたものとする。 

・凍結防止は、０℃＝２７３Ｋの水の液相状態の維持と

する。 

・暖房機に必要とする暖房能力は、無加熱で単位時間当

たりに移動する熱量相当とする。 

 ここでは、簡易的に考えるために円管の熱収支を基に検

討を行った。（図－１） 

 

図－１  円管の熱伝導と熱伝達のモデル 

一般に管路内外面と流体との間の熱伝達及び管路内部

の熱伝導の現象により移動する単位時間当たり熱量ｑは、

流体の熱伝達率をｈ、円管部の熱伝導率をλとして（１）

式を得る 

（１）式は、境界条件として管表面温度θ１及びθ２を所

与とし、熱伝達率ｈについては無限大又θ１＝θ０、θ２＝

θ３を仮定すると２） 

 

なり、図－２に示すフーリエの式（法則）の熱伝導現象だ

けとなる。 

（２）式は暖房機に求める単位時間当たりの熱量と保温筒

の関係を示す。 

温度差以外の変数に関する関係式は、熱通過抵抗Ｒと呼

ばれ、（３）式にこれを示す。 

 

図－２ 円管の熱伝導モデル 

（３）式に物性値を代入し（４）式を得る。 

 

 ・物性値を表―２に示す。 

表－２ 物性値 

鋼管の熱伝導率λ１ ５３（Ｗ／ｍ／Ｋ） 

保温筒の熱伝導率λ２ ０．４１（Ｗ／ｍ／Ｋ） 

鋼管の内径ｒ１ ０．０２６７５（ｍ） 

鋼管の外径ｒ２ ０．０３０２５（ｍ） 

鋼管の長さℓ ７．０（ｍ） 

保温筒の外径ｒ３ ０．０５０２５（ｍ） 

管内面温度θ０ ２７３（Ｋ）＝０（℃） 

管外面温度θ３ ２３２（Ｋ）＝－４１（℃） 

上記を条件とする凍結防止を目的とする燃焼式暖房機

の能力は、１．５ｋＷとする結果を得た。 

なお、同一条件で保温筒を巻かない場合（ｒ３＝ｒ２）

燃焼式暖房機の能力は、７７７．０ｋＷとする結果となっ

た。 

鋼管の外半径＋保温筒厚ｒ３と熱通過抵抗 R の関係か

ら、ｒ３と必要とする暖房機の単位時間当たりの熱量ｑに

ついては、図－３に示すとおり背反的な関係にあることを

確認できた。 

 本凍結防止対策の暖房機は１．５ｋＷから９．５ｋＷの

暖房機を選定したが、本検討の条件下においては１．５ｋ

Ｗの暖房能力を認めるところであり、本機の選定は十分で

あることを確認する。 
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図－３ 凍結防止に必要とする熱量と熱通過抵抗 

 

２． 試験 

(1) 試験の概要 

試験については、冬期における保管及び運搬を想定した

試験とした。 

試験は、当局管理の豊富除雪ステーション及び高規格幹

線道路を使用し、試験を行った。（図－４） 

凍結防止の評価は、暖房機から出入りする不凍液の温度

変化の測定などから求めるべきではあるが、測定を行う計

装を装備していないため、給水機能端部の止水弁を開放し、

放出される水の温度を測定することとし、効果を確認する

こととした。 

 

図－４ 試験場所 

試験の概要を以下に示す。 

●日時 

○運搬試験 

平成 27年 3月 6日 14時 30分から 16時 30分 

○保管試験  

平成 28年 3月 5日 17時 00分から 05時 00分 

●場所 

○運搬試験 

 高規格幹線道路（豊富・幌富バイパス） 

○保管試験 

  稚内開発建設部稚内道路事務所豊富管理ステーショ

ン 

●試験方法 

○運搬試験 

    散水車の水タンクに水２０００ℓを注入し、及び燃焼

式暖房機で弁類の加熱を行いながら保管し、散水車を

２時間走行させた。  

  不凍液の温度設定を２０℃＝２９２Ｋとした。 

○保管試験 

  散水車の水タンクに水３０００ℓを注入し、エンジン

を停止し、及び燃焼式暖房機で弁類の加熱を行いながら

保管し、１２時間外気に放置させた。 

不凍液の温度設定を２０℃＝２９２Ｋとした。 

(2) 運搬試験 

 運搬試験の結果を表－４に示す。 

表－４ 運搬試験結果 

計測時刻 気温（℃） 放水水

温（℃） 

温度差 

（℃） 

14:30 －６．０ １３．１ １９．１ 

15:00 －６．０ １６．５ ２２．５ 

15:30 －６．０ １７．１ ２３．１ 

16:00 －６．０ １６．９ ２２．９ 

16:30 －６．０ １３．５ １９．５ 

(3) 保管試験（写真－３） 

 保管試験の結果を表―５に示す。 

 

写真－３ 保管試験 

表－５ 保管試験結果 

計測時刻 気温（℃） 放水水

温（℃） 

温度差 

（℃） 

17:00 －１．１ ０．８ １．９ 

18:00 －１．６ １５．８ １７．４ 

20:00 －３．０ １８．４ ２１．４ 

22:00 －６．７ １９．４ ２６．１ 

0:00 －９．３ １９．２ ２８．５ 

5:00 －１１．５ １５．５ ２７．０ 
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(4)考察 

 放水温度は、管路内壁面温度に等しいと仮定し、（４）

式を使用し移動した単位時間当たりの熱量を求める。計測

時刻で温度差のばらつきを確認するので温度差の平均を

元に単位時間当たりの熱量を求める。 

 なお、保管試験の計測時刻１７：００については、暖房

機の運転直後の温度となるので、対象としない。 

 ・運搬試験 

（θ２－θ１）t-mean＝２１．４℃ 

 ｑt-mean＝０．７６ｋＷ 

・保管試験 

（θ２－θ１）ｓ-mean＝２４．１℃ 

 ｑｓ-mean＝０．８５ｋＷ 

運搬及び保管試験中に熱伝導で移動する単位時間当た

りの熱量は、暖房機の暖房能力下限１．５ｋＷを下回る結

果を得た。試験中に発生した単位時間当たりの熱量を定量

的に評価できていないが、暖房能力下限１．５ｋＷの熱量

を管路の熱伝導だけに消費される場合、温度差は４０Ｋ程

度を見込むところであることから、熱伝導以外の熱の漏洩

が伺える。原因としては、給水機能の配管路とタンクの接

続部分が開放しているため、自然対流及び熱伝達現象を推

測するところである。 

 給水機能の凍結防止のための暖房機の決定については、

熱伝導だけではなく、水タンクと管路の温度差により生じ

る熱伝達を仕様に考慮されるべきと思料する。 

 

図－５ 熱の収支概念図 

本試験の結果は、定量的な評価を困難とするが、タンク

と管路との間の熱伝達現象からタンク内へ漏洩する熱の

ため、本暖房機の暖房能力については、２０Ｋ程度の温度

差であっても１．５ｋＷ以上を費やすと推測される。この

ことから、選定した燃焼式暖房機の１．５ｋＷから９．５

ｋＷの暖房能力は、北海道内での運用に必要とする能力と

判断する。    

  

４． 運用実績 

 稚内開発建設部は、平成２８年３月９日管内の地方公共

団体からの支援の要請により散水車の貸付を行った。（写

真－４）散水車の冬期の貸付に関しては、当局初の対応と

なった。 

 本貸付にあたって、水道水を散水車に補給し、運搬を行

ったが、給水機能の凍結防止の効果を確認できた。 

 
写真－４ 水道水の補給 

なお、本貸付にあたって行った水道水の補給作業は、冬

期夜間の作業であったことから、給水口廻りの暗さ、水タ

ンクからの滑落及び転落のおそれがあることが確認され

た。これらは冬期の使用に限った作業ではないが、より安

全を確保するため、水タンク上部の歩廊及び梯子に滑落防

止及び転落防止並びに給水口廻りにおける照明措置の必

要があると思慮される。 

 

５． まとめ 

 散水車の凍結防止対策及び運用について以下をまとめ

る。 

  ・散水車の給水機能の凍結防止対策は、保温と加熱を

組み合わせて措置した。 

  ・保温は、凍結防止に必要とする暖房機の単位時間当

たりの熱量を著しく軽減できる事が確認できた。 

  ・本確認及び試験では、本凍結防止対策は必要十分で

あることを認めることができた。 

  ・本凍結防止装置による冬期の給水支援は、北海道内

のみならず全国での運用を十分期待できる。 

  ・作業の安全向上のため、散水車の水タンク上部の滑

落防止、転落防止及び給水口廻りの照明を必要とす

ることが確認できた。 
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